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示すと，2012 年における西欧諸国の平均収量  3 が
700kg/10aであるのに対し，日本は，全国平均で
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＊1 農研機構中央農業総合研究センター　農業経営研究領域
＊2 農研機構中央農業総合研究センター　企画管理部
1 2012 年の値．農林水産省大臣官房食料安全保障課「食料需給表平成 24 年度」による．
2 本稿における西欧諸国とは，FAOSTATと同様，オーストリア，ベルギー，ルクセンブルク，フランス，ドイツ，オランダおよびスイスとする．

















































に限る．規格外の割合は年によって異なるが，データが得られた 1999 から 2013 年の平均は日本
で 12.8％，北海道で 16.4％となっている（農林水産省資料「麦の農産物検査結果」より）．
資料： 西欧諸国およびドイツについては FAO「FAOSTAT」（2014 年 4 月 17 日ダウンロード）により
作成．日本および北海道については農林水産省大臣官房統計部「作物統計」各年次．














































投入量でありながら，より高い生産曲線 F 2 上の D
点まで産出量を拡大することができるというもので


























資料：Kalaitzandonakes et al. （11）の Figure9.1 より引用．




































































6 例えば，Austin et al. （3, 4）は，欧州で栽培されている小麦の新品種が旧品種と比較して，収量が高いことを明らかにしている．また，近年において
も，Calderini et al. （8）や Ahlemeyer・Friedt （1）が，同様の研究成果を報告している．
7 ドイツで栽培される小麦生産量の 99.8％が中間質小麦（Weichweizen）であり，このうち，春播の割合はわずか 1.3%である（Statistisches 
Bundesamt「Fachserie 3 Reihe 3, 2013」）．


































8 日本格付研究所 2013 年 6 月 11 日発表の News Releaseによる．
9 ドイツの製粉産業における工場規模とマーケットシェアの関係は Bundesministerium für Ernährung, Landwirtschaft und Verbraucherschutz
「Struktur der Mühlenwirtschaft 2012, Reihe: Daten-Analysen」に詳しい．










































日本 うち北海道 ドイツ うちニーダーザクセン州
農家数 万戸 163.1 4.4 22.1 3.3
　うち小麦作付農家数 万戸 4.3 1.4 13.8 1.5
　小麦作付農家割合 ％ 2.6 32.4 62.3 44.4
（参考）
　うち水稲作付農家数 万戸 115.9 1.6 － －
　水稲作付農家割合 ％ 71.1 35.6 － －
耕地面積 万 ha 319.1 94.1 1,183.4 188.0
　うち小麦作付面積 万 ha 15.2 10.8 305.7 37.8
　小麦作付面積割合 ％ 4.8 11.5 25.8 20.1
（参考）
　うち水稲作付面積 万 ha 121.9 10.8 － －
　水稲作付面積割合 ％ 38.2 11.5 － －
一戸当たり耕地面積 ha/戸 2.0 21.4 53.6 56.8
小麦生産量 万 t 85.8 58.6 2,243.2 283.9
食用小麦需要量 万 t 607.4 － 639.0 －
一人当たり年間小麦消費量 kg 48.0 － 77.5 －
小麦自給率 ％ 12 － 132 －
国産小麦の主な用途と使用量 万 t 日本めん用 39菓子用 17 －
飼料用 742
パン・菓子用 504 －
製粉産業の状況 寡占状態 － 多数の企業が存在 －
注：農家数については，日本の統計は販売農家数，ドイツの統計は耕地を所有する農家数．
資料： 日本および北海道の農家数・耕地面積は農林水産省大臣官房統計部「2010 年世界農林業センサス」，ドイツおよびニーダーザクセン
州の農家数・耕地面積は Statistisches Bundesamt「Fachserie 3 Reihe 3.1.2, 2012」による．両国の小麦生産量（2012 年）・食用小麦
需要量（2009 年）・一人当たり年間小麦消費量（2009 年）については FAO「FAOSTAT」による．北海道の小麦生産量（2012 年）
は北海道農政事務所統計部「農林水産統計公表資料」，ニーダーザクセン州の小麦生産量（2012 年）は，Statistisches Bundesamt
「Fachserie 3 Reihe 3, 2012」による．日本の小麦自給率（2012 年）は，農林水産省大臣官房食料安全保障課「食料需給表平成 24 年度」．
ドイツの小麦自給率（2008/09 年）は，Bundesanstalt für Landwirtschaft und Ernährung Anstalt des öffentlichen Rechts「Regionale 
Versorgungsbilanz Getreide und Mehl」のデータをもとに算定．日本の国内小麦の主な用途と使用量（2006 年）については農林水産
省総合食料局「国内産麦をめぐる事情　平成 21 年 1 月」，ドイツ（2008/09 年）は前述の資料による．



























1,000 戸 割合 1,000 戸 割合
5ha未満 24.6 9％ 2.3 6％
5～10ha 44.6 16％ 4.6 12％
10～20ha 59.0 21％ 5.4 14％
20～50ha 71.5 25％ 8.5 22％
50～100ha 50.2 18％ 10.7 27％
100～200ha 23.7 8％ 6.1 16％
200～500ha 7.8 3％ 1.6 4％
500～1,000ha 2.2 1％ 0.1 0％
1,000ha以上 1.5 1％ 0.0 0％
計 285.0 100％ 39.5 100％
資料：Statistisches Bundesamt「Fachserie 3 Reihe 2.1.2, 2013」．
表 3　ドイツ，ニーダーザクセン州および調査対象経営の小麦単収
単位：t/ha













資料：Statistisches Bundesamt「Fachserie 3 Reihe 3, 2013」，聞き取り調査．



















































家族労働力 経営主 34 歳父 67 歳（手伝い）
経営主 33 歳（自営の副業）
父 73 歳（手伝い）
雇用労働力 男 48 歳（通年），男 63 歳（通年） 男 43 歳（通年），男 55 歳（農繁期）
耕地面積 畑地 465ha 畑地 297ha
作業受託面積 45ha（播種・施肥・防除および収穫作業） 96ha（全作業）
作付作物・面積（ha） 秋小麦 277，秋大麦 13，てん菜 99，菜種 41，トウモロコシ 35 秋小麦 149，秋大麦 74，菜種 74



























資料： Google Earth（画像@2014 Aero Geo Basis-DE/BKG. 地図データ@2014 Geo Basis-DE/BKG(@2009)）．圃場位置に
ついては，聞き取り調査をもとに作成．空白のところが A経営の圃場である．
図 6　B 経営の圃場図
資料： Google Earth（画像@2014 Digital Globe. 地図データ@2014 Geo Basis-DE/BKG (@2009)）．圃場位置については，
聞き取り調査をもとに作成．空白のところが B経営の圃場である．

































資料：気象庁 http://www.jma.go.jp/jma/index.html（2014 年 2 月 24 日アクセス）より作成． 
図 7　日独における緯度の関係
資料：筆者作成．




























そのため表 6 には ECも合わせて示している．EC









































































表 6　 A 経営，B 経営および十勝地方における小麦の栽培暦




中 耕起 播種・基肥 4.0
















中 （除草剤・調節剤散布） 27 追肥 8.0・調節剤散布 25 鎮圧
下 追肥 6.0 28 除草剤散布 28
5 月
上 葉枯病防除・調節剤散布 31 葉枯病防除・調節剤・追肥 7.5 32
中 （除草剤散布）
下 赤かび病防除・追肥 6.0 39 赤かび・ふ枯病防除・追肥 7.5 38 追肥 4.2
6 月
上 赤かび病防除











　　3） A経営における除草剤散布は 10 月下旬か 4月中旬のどちらか一方．10 月下旬の場合は，4月中旬の生育調節剤散布は行わない．






























Main shoot and 1 tiller
Main shoot and 5 tillers













Flag leaf just visible







First spikelet of inflorescence just visible
1/2 of inflorescence emerged








Milk development & 












Caryopsis hard （difficult to divide by thumb-nail）
Caryopsis hard （can no longer be dented by thumb-nail）
資料：農業コンサルタント提供，Zadoks （21）．
表 8　小麦の耕種概要















整　地 播種と同時 播種と同時 ロータリーハロー
播種期（適期） 10 月上旬 9月下旬 9月中～下旬
播種量（適期） 310 粒 /m 2 前後 300 粒 /m 2 前後 120～140 粒 /m 2
条　間 12.5cm 12.5cm 12～30cm












防除時の散布液量 20～22 リットル /10a 20 リットル /10a 100 リットル /10a
基本となる防除回数 4 5 5
殺菌・殺虫剤 3 3 4
除草剤 1 2 1
生育調節剤 1～2 2 －




販売先 製粉会社（契約） 複数の仲買人 農協（共販）
2013 年産栽培品種
数 4 3 1（一部 2）
資料：聞き取り調査をもとに作成．
























一般的であり，A経営では 20～22 リットル /10a，
B経営では 20 リットル /10aの散布液量を基本とし
ている．一方，十勝では，農薬の使用量に加え，使
用濃度についても取り決めがあり，一般的な散布液
量は 100 リットル /10aとなっている．
基本となる防除回数については，A経営では4回，





































写真 1　A 経営の播種作業（3m 幅 24 条）
注： トラクタの前部に鎮圧ローラーを付け，播種作業と同時に播種床の
鎮圧を行っている．
資料：2013 年 10 月 2 日に撮影．
16 A経営では，トウモロコシ前にバイオガスプラントから出たトウモロコシの消化液を散布し，また圃場の状態をみながら，主にてん菜前に家畜
由来の堆肥を用いている．B経営では菜種の前に鶏糞を 4t/ha散布している．
17 ドイツでは，経営全体の窒素投入量から収穫した作物が使用した窒素量を差し引いて 3年平均で 60kg/ha以下となるよう制限が課せられている．
18 ニーダーザクセン州南部において，赤かび病が問題となったのは，直近で 2002 年である．




































いて示した．ここでは 1980～2006 年までの 27 年間
における上位 5品種を取り上げたが，その数はわず










































22 BDPへの聞き取り調査によれば，ドイツの自家種子利用率は 2012 年秋播小麦で 46％となっている．







































































26 BDPへの聞き取り調査および Saatguttreuhandverwaltungs-GmbH（種子受託管理会社，STV）発行の「RATGEBER, Informationen und Sortenliste 
der STV zur Nachbauerklärung, Aussaat Herbst 2012 / Frühjahr 2013」による．
27 育種会社と種苗会社は密接な関係にあり，品種登録前に種子増殖を行うこともある．なお，種苗会社が種子を増殖する際に各品種の需要量を予
想することは難しく，農業コンサルタント等から情報を収集しながら，各品種の増殖量を決定している．



































60kg当たり 1 等 Aで 6,450 円，2 等 Aで 5,290 円，
1 等 Dで 5,740 円となっており，民間流通による落
































































31 品種の切り替え時等，やむをえず 2品種以上を同じ機械で収穫する場合，生産者は丸 1日をかけてその清掃を綿密に行い品種が混ざらないよう
配慮している．
32 小麦産地と製粉会社の関係は河野（13）に詳しい．
33 1980 年以降，Caribo，Kanzler，Herzog，Batisが基準となった．2012 年の基準品種は Juliusである．
























1等 780 75 1 等標準品 12.5 5.0 0.5 0.0 0.1 0.4





A 3 つ以上達成 全て達成  
B 2 つ達成 全て達成  
C
1 つ達成 全て達成  
2 つ以上達成 未達成  
D
全て未達成 －  





























































E：エリート A：高品質 B：パン用 C：その他
生地ガス保持性
Julius=100 ml 108.7 以上 99.5 以上 90.3 以上
基準に満た
ないもの
生地の弾性 普通，やや強，強 E＋ややもろい A＋もろい，回復性高い
生地のべたつき モイスト～普通 モイスト～普通 モイスト～やや乾燥
フォーリングナンバー
Juliusとの差 秒 －68 以上 －98 以上 －128 以上
粗たんぱく質含有率
Julius=100 ％ 104.0 以上 98.4 以上 92.8 以上
セディメンテーション値
Juliusとの差 ml －6以上 －20 以上 －34 以上
吸水率 Julius=100 ％ 90.3 以上 87.9 以上 85.5 以上
製粉歩留 Julius=100 ％ 92.5 以上 92.5 以上 90.0 以上
注：Juliusは，2012 年秋播小麦の基準となった品種である．
資料：BSA （Bundessortenamt，連邦品種登録機関）「Beschreibende Sortenliste 2012」をもとに作成．
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53 関根久子ら：小麦収量水準格差の形成要因－日本とドイツの比較分析－  
Comparison of the factors responsible 
for the wheat yield gap between Japan and Germany
Hisako Sekine＊1 and Masaki Umemoto＊2
Summary
Currently, German wheat yield is 7.0 t/ha higher than Japanese yields. In this study, we investigated from 
three perspectives why wheat yield is higher in Germany than in Japan: the characteristics of the wheat farms, 
cultivation techniques, and regulations on wheat quality classification and marketing. German wheat farmers 
cultivate wheat efficiently using high-powered machinery in large fields. They manage their farms intensively 
despite the large scale. Germany’s wheat is sold by the quality group. Farmers can sell mixtures of several 
varieties that are classified in the same quality groups. This marketing system encourages farmers to introduce 
new varieties with stronger disease resistance and higher yield. In contrast, Japanese farmers manage much 
smaller fields, have access to small-powered machinery and sell wheat by the varieties due to the marketing 
regulations. Japanese farmers should consider consolidating their fields to take advantage of economies of scale 
and should develop new cultivation techniques appropriate for this revised approach. The Japanese government 
should also look for ways to encourage farmers to introduce new varieties.
＊1 NARO Agricultural Research Center, Farm Management Division
＊2 NARO Agricultural Research Center, Department of Planning and General Administration
中央農研研究報告　24：31 - 54（2015）
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